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１ 中期財政計画について 

我が国の経済は、一億総活躍社会の実現に向けたアベノミクス「新・三本の矢」

に沿った施策の実施により、雇用・所得環境が引き続き改善し、経済の好循環が進

展する中で、民需を中心とした景気の緩やかな回復基調が続いているものの、先行

きのリスクとして、消費者物価の推移に加え、海外経済の不確実性、金融資本市場

の変動の影響等が懸念されています。また、社会情勢においては、人口減少、少子

高齢化社会の構造的課題へ対応するため、働き方改革などを進めることにより潜在

成長率を高めるとともに、新たな市場を開拓し、国民の潜在需要を拡大していくこ

とが重要視されています。このような中、本市では、これまでの財政状況や現在の

財政制度などを参考に、将来にわたる財政の姿や運営上の課題などを明らかにする

ことで、身の丈にあった財政規模による安定した財政運営を実現することを目的と

して、平成２６年度に｢豊川市中期財政計画｣（平成２７年度からの５ヵ年計画）を

策定し、毎年度更新版を公表しています。 

本計画は、現行の財政制度が継続することを前提に策定しており、景気の動向や

国県の制度改正、社会経済情勢の変化を迅速かつ的確に反映させ、また、新たな行

政需要や最新の総合計画実施計画などに適切に対応できるよう、毎年度、ローリン

グ方式による見直しを行うこととしています。 

 

２ 計画期間 

  平成３１年度から平成３５年度までの５年間とします。 

 

３ 会計単位 

原則として、一般会計とします。ただし、歳入・歳出決算額の推移及び財政指標

については、普通会計、または、特別会計及び企業会計を含みます。 

 

 

＊ 中期財政計画については、消費税が平成３１年１０月から１０％になるものとし

て推計しています。 
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４ 財政の現状 

（１）歳入 

歳入の根幹である市税は、平成２０年のリーマンショックを発端とした世界的

な金融危機による企業収益の悪化などを受けて大幅な減収に転じ、平成２１年度

以降は、旧小坂井町を含めた平成２０年度決算額３０５億円に対し１０％減の２

７０億円程度で推移してきました。しかし近年は、アベノミクスによる各種政策

の効果により景気の持ち直しがみられ、平成２６年度以降は２８０億円を超え、

緩やかな回復基調が続いています。 

この市税をはじめ、使用料など自主的に収入できる財源の割合を示す自主財源

比率は、平成２８年度決算数値で５９.５％となっており、県内平均の６５.９％

は下回っているものの、全国平均の５０.０％を上回っている状況にあります。 

また、地方交付税は、合併算定替の特例措置により一本算定に比べ約２５億円

の優遇措置を受けておりましたが、平成２７年度からは、その段階的縮減が始ま

り、今後に備えた財政運営が必要となっています。 

そのほか、将来負担を軽減するため、計画的に市債の借り入れを抑制するとと

もに、財政調整基金などの活用により、借入金への依存を抑える財政運営に努め

ています。 

【歳入決算額の推移】 
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（２）歳出 

人件費は、職員給、退職手当、委員報酬、議員報酬などから構成されており、

退職手当を除いた場合の人件費は、再任用職員の活用や定員適正化の実施などに

より、抑制に努めています。 

また、公債費は、計画的に実施した市債残高削減に向けた取り組みにより、全

体では減少傾向にありますが、地方交付税の振替措置である臨時財政対策債の借

り入れは、公債費の増加要因となりますので、注意する必要があります。 

そのほか、扶助費は、障害者自立支援制度による給付や、生活保護受給者の増

加などにより、毎年増加が続いており、義務的経費の構成要素のうち減少傾向に

ある公債費に対し、増加傾向となっていることから、財政硬直化の一因となって

います。 

しかしながら、歳出規模については、標準財政規模に対する歳出決算額の割合

では、全国類似団体及び県下平均程度となり、適正化傾向にあります。 

 

 

【歳出決算額の推移】  
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２６年度 ２７年度 ２８年度
順位
全国 県下 全国 県下 全国 県下

3.5 2.1 0.9

(8.9) (8.3) (7.8)

－ － －

(69.6) (65.2) (63.9)

87.8 87.5 90.8

(90.7) (89.5) (92.0)

59.5 58.6 59.5

(50.0) (48.9) (50.0)

0.89 0.89 0.88

(0.63) (0.63) (0.64)

35.3 39.5 42.3

(37.4) (38.0) (37.9)

136.7 128.9 124.4

(198.8) (197.2) (196.4)

50.1 48.5 47.4

(48.4) (48.4) (49.5)

※（　　）内の数値は、全国平均。ただし、将来負担比率は、「-（比率なし）」の都市を除く、単純平均
※２６年度決算数値の順位は、全国７９０都市の順位、県下名古屋市を除く３７市の順位
※２７年度決算数値の順位は、全国７９０都市の順位、県下名古屋市を除く３７市の順位
※２８年度決算数値の順位は、全国７９１都市の順位、県下名古屋市を除く３７市の順位

順位 順位

地方債現在高
         /標準財政規模

財政指標/区分

実質公債費比率

経常収支比率

74

備　考

27

57 12 低いほうから

6

低いほうから

低いほうから将来負担比率 182以内 8 197以内

248

高いほうから

高いほうから

財政力指数（単年度）

23 低いほうから

積立金現在高
         /標準財政規模

431 14

135 145 28 高いほうから

110

29自主財源比率 116

義務的経費比率 518 32558 33

15

120 25

11400

28

314 28

28 121

32 低いほうから433

468

159

20

10

22

27

28

16

25

96

158以内

211

132

131

（３）財政指標 

   日本経済新聞社発行の「全国都市財政年報」による、近年における豊川市の主

要な財政データのランクは次のとおりです。 

 

【主な財政指標ランキング】 
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５ 財政収支 

（１）試算条件 

【 歳  入 】 

① 市税 
個人市民税については、基準年度ベースに人口減少による減額を見込み算出。

法人市民税については、基準年度ベースに税率改正を見込み算出。固定資産税・
都市計画税については、評価替えに伴う影響を見込み算出。軽自動車税につい
ては、新規取得等にかかる税率改正を見込み算出。市たばこ税については、実
績より見込んだ毎年度の減額に加え、税率改正による増額を見込み算出。 

   
② 譲与税・交付金等 

森林環境譲与税を新規に算出。地方消費税交付金については、税率改正を見
込み算出。自動車取得税交付金については、今後の廃止予定による減額を見込

み算出。その他については、不確定要素が多いため、基準年度ベースで算出。 
 

③ 地方交付税 
普通交付税については、基準年度を基礎額とし、市税等収入の増減額を加味

したうえで、平成２７年度から平成３２年度までは合併算定替の段階的縮減期
間における減額を見込み、平成３３年度からは通常算定額で算出。特別交付税
については、基準年度ベースで算出。 

                    
④ 分担金及び負担金、使用料及び手数料  

基準年度ベースで算出。 
  

⑤ 国・県支出金 

扶助費及び普通建設事業費相当分を歳出推計の増減率により見込み算出。ま 
た、臨時的な要素を一部見込み算出。 
 
⑥ 繰入金 

公共施設整備基金繰入金については、投資的経費の事業量に応じて一定額を
見込むとともにファシリティマネジメント推進分として年間３億円を充当。 

職員退職手当基金については、増加が見込まれる年度に対応するため必要額
を充当。その他の繰入金については、歳出推計との差額補てんに位置するもの
としてゼロ計上。 
 
⑦ 繰越金 

基準年度ベースで算出（ただし、介護保険特別会計の廃止に伴う清算繰越金
は除く）。 

 
⑧ 市債 

臨時財政対策債の借入抑制を進める中で、建設地方債と臨時財政対策債を合
わせて、借入目安とする３５億円で想定。 
 

⑨ その他 
財産収入及び寄附金については、基準年度ベース（財産売払収入のみ定額）

で見込む。また、諸収入については、基準年度ベースに臨時的な要素を一部加
味し算出。 
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【 歳  出 】 

① 人件費 
退職手当の動向を考慮した見込みに、選挙などの臨時的な要素を一部加味し

算出。 
 

② 扶助費 

児童手当分については基準年度ベースに年少人口の動向を加味して算出。そ

れ以外は直近の伸び率を参考に毎年度の増加を見込み算出。 

 

③ 公債費 

既発債の償還見込みをベースに、歳入推計の市債の借入に係る元利償還金な

どを見込み算出。 

 

④ 物件費 

基準年度ベースに、臨時的な要素を一部見込み算出。 

 

⑤ 維持補修費 

基準年度ベースに、臨時的な要素を一部見込み算出。 

 

⑥ 補助費等      

基準年度ベースから近年増加傾向が認められる後期高齢者医療費療養給付費

負担金を直近の伸び率を参考に毎年度の増加を見込みつつ、臨時的な要素を一

部見込み算出。 

介護保険特別会計の廃止に伴い、従来の介護保険特別会計繰出金を東三河広

域連合介護保険事業費負担金として繰出金から移し替え。 

 

  ⑦ 投資的経費 

普通建設事業費については、総合計画実施計画における対象事業分を見込み

つつ、それ以外を基準年度ベースに臨時的な要素を見込み、ファシリティマネ

ジメント推進分を加味して算出。災害復旧費については、基準年度ベースで算

出。 

 

⑧ 繰出金 

現時点の計画額ベースの伸び率などにより算出。 

介護保険特別会計の廃止に伴い、従来の介護保険特別会計繰出金を東三河広 

域連合介護保険事業費負担金として補助費等へ移し替え。 

 

⑨ その他 

積立金については、基準年度ベースから臨時的な要素を一部除外し算出。貸

付金及び予備費については基準年度ベースで算出。 
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【　歳入　】 単位：百万円

年度　 平成３０年度

　項目 （基準年度）

28,377 28,508 28,506 27,849 28,001 28,154

4,511 4,759 5,478 5,590 5,597 5,597

4,300 4,129 3,614 3,941 3,851 3,761

995 995 995 995 995 995

941 941 941 941 941 941

12,308 13,037 12,543 12,900 13,654 13,450

2,213 605 805 531 531 531

1,358 700 700 700 700 700

2,783 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

3,047 3,070 3,070 3,070 3,070 3,070

60,833 60,244 60,152 60,017 60,840 60,699

5.2 (△ 1.0) (△ 0.2) (△ 0.2) (1.4) (△ 0.2)

【　歳出　】 単位：百万円

年度　 平成３０年度

　項目 （基準年度）

10,590 10,410 10,802 10,230 9,996 10,145

14,075 14,678 15,211 15,759 16,332 16,931

5,113 5,022 4,949 4,878 4,870 4,635

10,168 10,227 10,257 10,291 10,325 10,323

798 806 810 810 811 811

8,745 8,978 9,119 9,346 9,558 9,615

7,601 7,879 6,210 6,186 6,486 5,795

2,742 2,814 2,823 2,764 2,759 2,744

1,001 1,001 1,001 1,001 1,001 1,001

60,833 61,815 61,182 61,265 62,138 62,000

(5.2) (1.6) (△ 1.0) 0.1 (1.4) (△ 0.2)

【　歳入歳出差引　】 単位：百万円

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度

0 △ 1,571 △ 1,030 △ 1,248 △ 1,298 △ 1,301歳入　－　歳出　

平成３２年度

平成３２年度

投 資 的 経 費

繰 出 金

そ の 他

合 計

（対前年度伸率：％）

年度　

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

（対前年度伸率：％）

国 ・ 県 支 出 金

合 計

市 税

譲 与 税 ・ 交 付 金 等

地 方 交 付 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

市 債

そ の 他

平成３１年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度

平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度平成３１年度

（２）中期財政計画 

試算条件により平成３０年度（当初予算）を基準年度とした３１年度から３５

年度までの５年間の財政収支を推計しました。  
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（３）歳入歳出差引不足額への対応 

「中期財政計画」による５年間の不足額は約６４億円となります。 

また、計画期間中、普通交付税は合併算定替の段階的な縮減が進む一方、扶助

費や補助費等は社会保障関係費による増額が継続し、さらには、生産年齢人口の

減少などに伴う市税収入の伸び悩みが予想されることから、平成３１年度以降の

不足額は、平均１２億９千万円と見込んでいます。 

この継続的な不足額を解消するため、行政経営改革アクションプランに基づき、

事務事業のスクラップ＆ビルドや維持管理コストの削減など歳出全般に渡る見直

しをはじめ、企業の誘致活動を推進するとともに、定住促進や都市機能立地補助

金などにより、人や施設の誘導を図るなど歳入確保策の強化を行うことで財源を

生み出し、なお不足する財源につきましては、財政調整基金の活用で対応します。 

そして、計画期間中だけでなく、将来にわたり安定した財政運営を実現するた

めには、公債費の削減や、ファシリティマネジメントに基づく公共施設の長寿命

化を推進するとともに、施設の適正配置についても検討を行い、将来負担の抑制

に努めるほか、「選択と集中」を進めることによる歳出の最適化を促進することで、

財政の健全化を図るだけでなく、経営的な視点にたった質の高い行政サービスを

提供する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

【行政経営改革アクションプラン（平成３０年度～平成３２年度）より抜粋】 

具体的取組件数 計 32 件 

 
括弧内の数字は計画した具体的取組の件数 

① 

② 

③ 

かくじつに営む 

「財政力」を高めます 

＊④ 
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単位：百万円 

６ 市債等及び基金の推計 

（１）市債残高及び公債費 

平成２６年度末の市債残高は、約５１４億円でしたが、年間借入額を建設地方

債と臨時財政対策債を合わせて４０億円以内とする方針に基づき、計画的に借入

の抑制に努めるとともに、繰上償還の実施により大幅に減少しています。 

また、平成２８年度からは年間借入額の目安を３５億円まで抑制する方針とす

るとともに、借入条件の見直しなどによりさらなる残高削減に取り組んでおり、

平成３５年度末の市債残高は約３７０億円まで減少するものと見込んでいます。

そして、公債費については、平成２３年度をピークに下がり続けており、平成３

５年度には約４６億円程度まで減少する見込みです。 

これにより、平成３１年度末の市債残高を４４１億円以内とする政策ビジョン

（市債残高の５０億円削減）は平成３０年度末までに達成できる見通しとなって

います。 

【市債残高及び公債費の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35

市債残高 51,352 49,114 47,583 44,992 42,888 41,550 40,284 39,099 37,935 37,018

公債費 6,162 5,610 5,340 5,157 5,118 5,012 4,939 4,868 4,860 4,625

単位：百万円



10 
 

（２）基金残高 

 ①財政調整基金 

地方財政法第７条第１項の規定により、歳計剰余金の２分の１を基金に積み立

てており、平成２９年度末残高は、約８８億円となっています。 

また、平成３０年度以降の積立額については、中期財政計画の試算条件に含ま

れておりませんが、歳計剰余金の２分の１相当額（１０億円）を積み立てるもの

とし、さらに、平成３１年度以降の取崩額は、中期財政計画における不足額を計

上し推計した場合、計画期間中の最終年度末残高は６７億円程度を維持し、当面、

社会変動や緊急課題に対応しうる残高を保有することができます。本市では、安

定的な財政運営を図っていくため、標準財政規模の２０％（約７７億円）を目安

に財政調整基金残高を維持していきたいと考えておりますが、計画期間中、財源

不足額が増減を繰り返す傾向となるため、留意する必要があります。 

【財政調整基金残高及び取崩額の推移】 

 

 

 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：百万円 

年度 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35

基金残高 8,974 8,635 9,030 8,761 8,046 7,491 7,476 7,243 6,960 6,673

取崩額 1,021 1,800 1,300 1,700 1,733 1,571 1,030 1,248 1,298 1,301

単位：百万円
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②公共施設整備基金 

本市が保有する公共施設の多くは、今後、集中的に老朽化を迎え、円滑な施設

改修などを行う必要があることから、平成２３年度に豊川市体育施設整備基金を

はじめ３基金を統廃合し設置したもので、豊川市公共施設中長期保全計画に基づ

き、残高４０億円を目標に積み立てを行い、今後の公共施設の保全に活用するこ

ととしています。 

平成３１年度からは、今後のファシリティマネジメントに基づく公共施設の長

寿命化や維持・更新等にかかる費用として毎年４億円を取り崩すこととして推計

しますと、計画期間の最終年度の残高は、約２２億円となります。 

今後も、豊川市公共施設等総合管理計画及び豊川市公共施設中長期保全計画に

基づいた施設の修繕・更新を行うため、計画的に取り崩していく一方、将来を見

据え、安定的な財源として有効活用を図るために必要な額を積み立てていく必要

があります。 

【公共施設整備基金残高及び取崩額の推移】 

 

 

単位：百万円 

単位：百万円

年度 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 平成32 平成33 平成34 平成35

基金残高 2,105 3,605 4,458 4,381 4,121 3,729 3,336 2,943 2,549 2,154

取崩額 0 0 0 150 300 400 400 400 400 400
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７ 財政健全化法による財政指標の推計 

平成２０年４月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が施行され、

地方公共団体における財政の健全化や再生が必要な場合に迅速な対応を取るため、

健全化判断比率４指標について、監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、

市民に公表することが義務付けられました。 

これにより、「健全段階」、「早期健全化段階」、及び「財政再生段階」の３つの

段階に区分され、「早期健全化段階」や「財政再生段階」になった場合には、それ

ぞれの法律の規定に従い、計画の策定や外部監査の実施が義務付けられています。 

本市において、この健全化判断比率４指標について、計画期間中の推計を行っ

た場合、「実質赤字比率」及び「連結実質赤字比率」については、黒字を維持する

見込みです。 

また、「実質公債費比率」は、借入抑制や繰上償還の実施に伴い、公債費及び公

債費に準じた経費の減少などにより改善されており、今後も、早期健全化基準を

大きく下回る数値を継続してまいります。 

そして、「将来負担比率」は、これまで、市債残高の縮減や基金の積立などによ

り、平成２４年度以降マイナス数値を維持しており、全ての指標で早期健全化基

準を大きく下回る見込みとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【健全化判断比率４指標の推移】

26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

実質赤字比率 － － － － － － － － － －

早期健全化基準 (11.53) (11.51) (11.51)

財政再生基準

連結実質赤字比率 － － － － － － － － － －

早期健全化基準 (16.53) (16.51) (16.51)

財政再生基準

実質公債費比率 3.5 2.1 0.9 0.4 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
早期健全化基準
財政再生基準

将来負担比率 － － － － － － － － － －

早期健全化基準
財政再生基準

※平成２８年度までは決算値を示し、平成２９年度以降は推計値を示します。

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は、赤字でない場合、「-」で示します。

※将来負担比率は、将来負担額より充当可能財源等が多い場合、「-」で示します。

（標準財政規模に応じ11.25～15％の範囲で算出）

（標準財政規模に応じ16.25～20％の範囲で算出）

区分/年度

単位：％

(なし)

(20)

(35)
(25)

(350)

(30)
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